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末政芳信
1. はしがき
セグメント情報の開示問題は，わが国においても平成2年 (1990年） 4月
1日以降開始事業年度より実施の予定となっている。
セグメント情報の開示については，その先進国であるアメリカにおいても
幾多の変遷を経て1977年度より実施され，その後10数年の経験を経て，今日
に至っているのである。
わが国におけるセグメト情報の開示問題を考えるために，まず，アメリカ
の個別企業でセグメント情報の開示がどのように各年度に取り行われたかを
調べようと計画した。その手掛りとして，世界的に著名な IBM社の株主宛
年次報告書におけるセグメント情報の開示状況を，各事業年度別に調査する
ことにした。
基礎的な考察として，まず，アメリカにおけるセグメント情報開示の変遷
の概要を調べ，次いで，アメリカにおけるセグメント別財務報告のための会
計基準の概要を述べた。
具体的な IBMのセグメント情報の開示状況については，その年代的特徴
を理解するために，若干の事業年度別に区分して取上げたのである。
そのー は， 1975年度及び1976年度のセグメント情報の開示状況である。
その二は， 1977年度及び1978年度のセグメント情報の開示状況である。
その三は， 1979年度， 1980年及び1981年度のセグメント情報の開示状況で
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（381)47
ある。
(1) 
以上のような課題については，前稿の論文において不十分ながら論じてき
たのである。
本稿では，それ以後の各事業年度について，すなわち， 1982年度から最近
の1987年度までの6事業年度について，前稿と同様に，その年代的特徴があ
らわれている若千の各事業年度に区分して，セグメント情報の開示状況を調
べることにした。それは，
その四として， 1982年度のセグメント情報の開示状況である。
その五として， 1983年度， 1984年度及ぴ1985年度のセグメント情報の開示
状況である。
その六として， 1986年度及ぴ1987年度のセグメント情報の開示状況であ
る。
(2) 
前稿でもふれたように， FASBの財務会計基準書第14号の発効により，
IBM社は1977年度より，財務会計制度に組み入れられたセグメント別財務
報告を実施している。従って，本稿で取上げる1982年度から1987年度は，本
格的なセグメント別財務報告制度としてのセグメント情報の開示である。
以上のような考え方から，次節以降において， IBM社における各事業年
度におけるセグメント別財務報告の特徴を調べることにしたいと思う。ひい
ては，それらの特徴を知ることによって，セグメント会計に内在する種々の
課題を考察する手掛りをえたい。
2. 1982年度のセグメント別財務報告の特徴
1982年度のセグメント情報の開示は， 1977年度以降1981年度までに行われ
(1) 拙稿「IBM社におけるセグメント情報の開示 (1975年から1981年まで）」関西
大学商学論集第3躇§第4• 5号（昭和63年12月）。
(2) FASB Statement, No.14, Financial Repor伽 gfor Segments of a 
Business Enter:がse,December 1976．米国FASB著・日本公隠会計士協会国際
委員会訳「財務会計基準書•リース会計，セグメント会計他」同文舘昭和60年。
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たものと大きく変化している。
まず，そのタイトルも， 1981年度の「地域別および事業区分別情報」か
ら，「セグメント情報」に変更されている。 1981年度までは「地域別区分」
と「事業区分（セグメント）」に分けて，それぞれ明細表が作成されていた
が， 1982年度は「地域別区分」の明細表のみである。この明細表の表示項
目，表示形式については， 1981年， 1980年， 1979年のそれと同じであり， 3 
カ年の年度と金額のみが更新されているだけである。
「事業区分別」の明細表が省略された事由については記載されていない。
そこで注目すべきことは，地域別区分の明細表の上部の「セグメント情報」
に関する一般的説明 (42頁）において，「IBMは情報処理システム，装置な
らぴにサービスを包含する単一の事業区分の中で主に業務を営んでいる。こ
の事業区分は当社連結総収益，営業利益，事業区分別に認識可能な資産の90
％以上を占めるものである。」と記載されている点に注目すべきである。こ
のような文章は， 1981年度までにはみられなかったものであり， IBM社に
とっては「事業区分 (industrysegment)」情報の明細表が義務づけられな
いことを表明するものであろう。これは財務会計基準書第14号第20項に，
「単一の産業別セグメントで専業的に又は支配的に事業を行っている企業
は，本基準書第22項から第30項で要求している開示をその支配的な産業別セ
グメントについて行う必要はなく，ただし企業の財務諸表にその産業別セグ
メントを明示するものとする。ある産業別セグメントが支配的であるのは，
その収益，営業損益及び固有の資産（第10項C) から第10項 e) までの定義
による）について，各々が全産業別セグメントについての合計の90％以上で
あり，そのほかのどの産業別セグメントにも第15項でいう10％テストを満た
(1) 
すものがない場合である。」との規定に該当するものとの説明であろう。
しかし，前稿でみてきたように， 1977年度以降の IBM社の事業内容から
(1) FASB Statement, No.14, Financial Reporting for Segm暉 tsof a Business 
Enterprise, December 1976, para. 20. 日本公認会計士国際委員会訳「財務会
計基準書・リース会計，セグメント会計他」同文舘 昭和60年 108~109頁。
flBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（383)49
みて，特に1981年度と比較し1982年度はその実態が急速に変化し，その変化
に伴って「事業区分」別の明細表を不必要ならしめたものかどうかについて
は疑問が残る。 1977年度以降，「事業区分」別の明細表を作成することが，
「基準書」第14号の規定上，理論的に要請されていなかったにもかかわら
ず，セグメント情報開示の趣旨を尊重して，その規定の最少限の要請以上
に，自主的に任意開示 (voluntarydisclosure) していたとみられる点もあ
った。さすれば， 1982年度に省略した特別な理由も付さず，「事業区分」の
明細表の開示を中止したことは筆者の理解に苦しむ所である。
もししいてこの間の事情を推察すれば，「地域別区分」の明細表の下部に，
(2) 
当社は1982年第4四半期に財務会計基準書第52号を採用し，それを1982年1
月1日に遡上って適用し， ョーロッパ／中東／アフリカおよび南北アメリカ／
極東に関する1981年及び1980年の地域別財務情報も修正再表示したと記載さ
れている点が注目される。この点， 1982年度は「基準書」第52号を新たに外
貨換算会計に適用し，その会計手続面の煩雑さが何らかの関連をもっている
ので，事業区分別の明細表を省略したものとしか思われそうにない。念のた
め，株主宛年次報告書42頁の「地域別区分」の明細表を示すと，次の第1表
の如くである。
さらに，注目すべきことは， 1981年度まで添付されていた「事業区分別総
(3) 
収入状況」の明細表も，何らの説明もなく，株主宛年次報告書から取除かれ
ていることである。これはセグメント別財務報告として「事業区分（セグメ
ント）別」の明細表が省略されたため，それに付帯関連するものとしての
「事業区分別総収入状況」の明細表も省かれたものと思われる。しかし，投
資家サイドからみれば，セグメント情報が， 1981年度に比べれば少なくな
(2) FASB Statement, No. 52, Foreign Currency Translation, December 1981.、
米国 FASB著・日本公認会計士協会国際委員会訳「財務会計基準書・外貨換算
会計他」同文舘昭和59年。
(3) この総収入は Grossincomeの訳であり， 総収益を意味する。 1981年度まで
は「総収入」と訳されていたが， 1982年度以降の株主宛年次報告書では， Gross
incomeは「総収益」に訳されている。
50(384) 第 33巻第 6 号
第 1 表
地域別区分
米国
（単位：百万ドル）
総収益ー得意先
地域間振替
合計
当期純利益
12月31日現在の資産
ヨーロッパ／中東／アフリカ
総収益ー得意先
地域間振替
合計
当期純利益
12月31日塊在の資産
南北アメリカ／極東
消去
連結
総収益ー得意先
地域間振替
合計
当期純利益
12月31日現在の資産
総収益
当期純利益
資産
総収益
当期純利益
12月31日硯在の資産
り，決して好ましいものとは考えられない。
1982年
19,028 
1,875 
20,903 
2,766 
19,028 
10,260 
337 
10,597 
1,196 
9,197 
5,076 
651 
5,727 
450 
4,925 
(2,863) 
(3) 
(609) 
34,364 
4,409 
32,541 
1981年
15,088 
1,857 
16,945 
2,094 
16,022 
9,312 
翌
9,695 
1,074 
8,981 
4,670 
659 
5,329 
478 
4,694 
(2,899) 
(36) 
(590) 
29,070 
3,610 
29,107 
1980年
12,426 
1,615 
14,041 
1,725 
13,737 
9,932 
491 
10,423 
1,360 
9,608 
3,855 
450 
4,305 
388 
4,054 
(2,556) 
(76) 
(568) 
26,213 
3,397 
26,831 
なお，「米国外における事業 (Non-U.S. Operations）」の明細表の内容
をみると， 1982年度のそれは1981年度のものと基本的に同じである。しか
し， 1981年度の「固定資産投資」の項目が， 1982年度では「工場設備，賃貸
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（385)51
機械およびその他の固定資産の投資」の項目に変更され，内容が明確にされ
ている。
なお，「米国外における事業」 (36頁）の次に，「米国ドルと比較した外国
通貨の変動率」のグラフ (37頁）が付けられている。このグラフは次の第2
表である。これは地域別区分の業績を理解するときに重要なものと考えられ
る。ただし，「地域別区分」と区分された主要国通貨区分とは一致していない。
第 2 表
米国ドルと比較した外国通貨価値の変動率
ドイツ・マルク フランス・フラン イギリス・ポンド
30% 30％碑
1980 1981 1982 1980 1981 1982 1980 1981 1982 1980 1981. 1982 1980 1981 1982 
基準時点ー1980年1月1日
セグメント会計以外の面についてみると，既に部分的にふれたように，
「外国通貨の換算」の会計方法の変更が， 1982年度にとって最も重大なこと
であろう。
財務諸表の注記において，「会計処理の変更ー外国通貨の換算」について，
財務会計基準書第52号「外国通貨の換算」を第4四半期に採用し， それを
1982年1月1日に遡上って適用し，さらに1981年度及び1980年度分について
もそれを適用した金額に修正再表示した旨を述べ，「基準書」第52号の適用
による企業利益面への影響を詳しく説明している。この「外国通貨の換算」
方法の変更は，この年度の収益，資本，資金面をみる場合に注意を要する。
さらに，セグメント情報の各年次比較を行うときは，この点に特に注目して
52(386) 第 33巻第 6 号
分析しなければならないであろう。
再述すると， 1982年度はセグメント情報の開示面からみれば，大きな変化
があった年度である。
投資家のためのセグメント情報の開示としては， 1981年度に引続いて「事
業区分別」の明細表の開示が望まれる。少くとも，事業区分別の収益情報の
みでも， 1981年度の「事業別総収入状況」の明細表の如きものが添付される
ことが要望される。事実，次年度の1983年度分では，事業区分別の収益明細
表が， 1981年度分ものを改善された形で復活し，新たな角度から「連結」と
「米国のみ」の金額に分けて開示されているのである。
1981年度以前の任意開示的要素の強かった「事業区分」別の明細表を，
1982年度に省略することは，何らかの事情によるものと思われる。それは理
論的な意味での会計処理方法の変更ではないと考えられるが，投資家のため
のセグメント情報提供からみれば， 1977年度以降のセグメント別財務報告と
しては， 1982年度の開示は好ましくない変化であったと思わざるをえない。
なお， IBM社の1982年度の経営陣についてみると，会長，社長は1981年
度と同一人物であり，財務およぴ企画担当の副社長は DeanP. Phypers 
氏から AllenJ. Krowe氏に交替している。しかし， コントローラーも同
じJameJ. Forese氏であった。取締役による監査委員会メンパーの3人
もi982年度は1981年度と同じであり，独立会計監査人である公認会計士事務
所も， 1982年度と1981年度以前とは同じ PriceWaterhouse社であった。
従って，経営者のメンバーなどからみれば， 1982年度と1981年度は大差を認
めることはできないであろう。
3. 1983年度， 1984年度及び1985年度の
セグメント別財務報告の特徴
1983年度におけるセグメント情報の開示には， IBM社の経営者側の積極
的な姿勢がみられる。まず「経営者の所見」の「経営成績」の部において，
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（387)53
「製品およぴサービス分類別による事業区分別情報は， 41ページに記載し
た。売上の増大と賃貸料収益の減少の傾向は，主要製品分類のそれぞれにつ
いても明らかである。主要製品分類別総収益は今後とも毎年増加すると予想
される。」と27頁に記述されており，前年度の1982年度に比べて事業区分別
収益の開示に積極的である。 1982年度は1978年度以来1981年度まで続いた事
業区分別収入状況も省略されており，「経営者の所見」においても事業区分
別情報の開示については一切ふれられていなかった。推察すれば， 1980年度
から毎年，収益及ぴ純利益の伸びが著し <,1983年度は最高の収益及ぴ純利
益を獲得できた年であったことが， 1983年度にセグメント別の収益の開示に
積極的となった理由の一つと想像される。
1983年度のセグメント別財務報告についてみると，「セグメント情報」の
最初の説明部分 (40頁）は， 1982年度と同じように，「……情報処理システ
ム，装置ならぴにサービスを包含する単一の事業区分の中で主に業務を営ん
でいる。この事業区分は当社連結総収益，営業利益，事業区分別に認識可能
な資産の90彩以上を占めるものである。」として明確に事業区分 (industry
segment)の開示が義務づけられていないことを示している。これは1982年
度と同様であり，財務会計基準書第14号の第20項に，「単一の産業別セグメ
ントで専業的に又は支配的に事業を行っている企業は，……」その支配的な
産業別セグメントについて開示は必要でない。又，その産業別セグメン・トが
支配的であるのは，その収益，営業損益及び固有の資産が各々全産業別セグ
メント合計額の90彩以上であり，その他の産業別セグメントについても， 10
彩基準を満すものがない場合である，との同基準書第20項の規定に該当する
ものとしての説明であろう。
しかし， 1982年度とは異なり， 1983年度では， その次の説明で，「次頁の
表は，事業区分別，ならびに情報処理の製品またはサービス分類の総益を示
めしている。」と記載し，株主宛年次報告書41頁に，「事業区分別，ならびに
製品・サービス分類別，総収益」の明細表を， 1983年度と1982年度の比較数
値によって示している。このような明細表は1977年度のように， 財務会計
54(388) 第 33巻第 6 号
基準書第14号の規定に従って開示したものかどうかは明らかにされていな
い。しかし，その基準書第14号の第21項では，「第11項から第20項及び付録
Dに示されている製品並びにサービスを産業別セグメントに分類するための
指針は，企業の事業活動を理解するために望ましいと駆められる場合に，ょ
(1) 
り詳細な分解を行うことを禁止しようとするものではない。」とあるので，
この第21項を適用して，積極的に事業区分別収益の開示を図ったものとも考
えられる。
セグメント別報告の明細表は，まず，「地域別区分」のそれを40頁に示し，
41頁に「事業区分別，ならぴに製品・サービス分類別，総収益」の明細表を
示している。
前者の「地域別区分」の明細表は，内容項目，表示形式は全く同じであ
り， 3年間の年度，金額が更新されているだけである。なお，その明細表下
部の説明も， 1983年分は1982年度のそれと殆んど同じである。
「事業区分別，ならぴに製品・サービス分類別，総収益」の明細表は次の
第3表として引用した。この明細表は1981年代前のものと比べ改善されてお
り，位置づけも重視されている。この表では連結金額と米国のみの金額が
1983年と1982年を対比する形で示されている。なお， 1982年度の数値は1983
年度ベースに合致させるために修正再表示されたものである。なお，この明
細表の下部には，まず「IBMは予に単一の事業分野で営業活動を行ってお
り，世界全域の営業活動を単一の事業分野に属するものとして統轄している
ので，総収益は主要製品分類別に区分されている。」と記載し，上述の如く，
財務会計基準書第14号の規定によれば，事業区分 (industrysegment) 別
の情報開示は義務づけられていないとの立場からか， 1977年度及び1978年度
のように，事業区分別の営業利益，減価償却費，事業区分資産，固定資産投
資を金額表示していない。あくまでも，総収益数値の区分表示のみである。
(1) FASB Statement, No.14, Financial Repor血 gforSegm暉 tsof a Business 
Enterj}rise, December 1976, para. 21. 日本公聡会計士協会国際委員会訳「財
務会計基準書・リース会計，セグメント会計他」同文舘 昭和60年 109頁。
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（389)55
第 3 表
事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益
連結 米国のみ
（単位：百万ドル） 1983年 198V平＊ 1983年 1982年＊
情報処理：
プロセッサー：
売上 9,046 7,784 4,908 4,203 
賃貸料 1,692 2,363 711 1,086 
10,738 10,147 5,619 5,289 
周辺機器：
売上 6,205 3,311 3,669 1,717 
賃貸料 4,778 5,371 2,533 2,917 
10,983 8,682 6,202 4,634 
オフィス•システム／ワークステーション：
売上 5,752 3,667 3,667 2,278 
賃貸料 2,275 2,778 1,295 1,498 
8,027 6,445 4,962 3,776 
プログラム製品 2,302 1,693 1,288 935 
保守サービス 4,577 3,940 2,633 2,230 
その他の事業：
売上 1,181 1,238 778 768 
賃貸料 485 609 278 372 
サービス 648 689 135 110 
2,314 2,536 1;191 1,250 
38,941 33,4侶 21,895 18,114 
フェデラル・システムズ：
売上 1,028 753 1,028 753 
サービス 148 105 148 105 
1,176 858 1,176 858 
その他の事業：
売上 62 62 55 55 
サービス 1 1 1 1 
63 63 56 56 
合計 40,180 34,364 23,127 19,028 
* 1983年の表示と一致させるため組替えて表示している。
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しかし，投資家サイドからみれば，損益計算書との関係からこの収益情報は
有用なものと思われる。さらに，この明細表における「連結」と「米国の
み」の数値は，次の・「米国外における事業」の明細表と関連させて，「米国」
と「米国以外」の収益を比較分析する場合に，特に有用である。
セグメント別の関係資料として，「米国外における事業」の明細表をみる
と， 1982年度に比べて若干の情報が追加されている。追加項目として， Bl
s項目の繰延所得税（貸方）があり， 1982年度では，「工場設備，賃貸機械
およびその他の固定資産に対する投資」の項目であったものが，「賃貸機械
に対する投資」と「工場設備およびその他の固定資産に対する投資」の2項
目に分けられている。また1982年度と同様に， 「米国ドルと比較した・外国通
貨価値の変動率」のグラフが添付されている。このグラフは1982年度のグラ
フと同じように画かれている。このグラフによれば， 1983年度は1982年度に
比べてその変動率が高かったことが理解できる。このグラフは，地域別区分
の各地域の業績を理解する場合に重要な資料を提供しているものと考えられ
る。ただし，地域別区分と主要各国の通貨区分とは一致していないことに注
意を要する。
1984年度のセグメント別財務報告について
1984年度の「セグメント情報」の開示については， 1983年度のそれと同じ
考え方である。
まず，最初に1983年度と同じように， IBMは単一の事業区分の中で主に
業務を営んでおり，この事業区分は連結総収益，営業利益，事業区分別に認
識可能な資産の90％以上を占めていると記載し，「事業区分」別情報の開示
は規定上義務づけられないことをいわんとしている。その立場からか， 1983
年度と同じく「地域別区分」の明細表を最初に示している。この明細表は表
示項目，表示形式とも1983年度と同じであり，表示年度と金額が異なる。
次いで，次頁 (43頁）に「事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，
総収益」の明細表を示しているが，これも1983年度と表示項目，表示形式と
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政） ~391)57
もに同じである。その表の下部の説明も， IBMは主に単一の事業分野で営
業活動を行っている旨の記載から始まり，内容的にも 1983年度と同じであ
る。
1984年度も「経営者の所見」の経営成績の説明において，「事業区分別な
らびに製品・サービス分類別総収益 (43ページの表参照）が，幾つかの傾向
を明らかにしている。最大の事業区分である情報処理では，総収益が過去3
年間に前年比15彩ずつ伸長した。……」と27頁に記載し， 1983年度と同様
に，積極的に事業区分収益明細表を経営業績が向上していることの説明に活
用しようという姿勢がみられる。
「米国ドルと比較した外国通貨価値の変動率」のグラスならぴにその説明
について， 1983年度までは，「連結財務書類に関する注記」のすぐ次の「米
国外における事業」に続いてそのグラフが付されていた。 1984年度は，「連
結財務書類に関する注記」より前に，「連結資金フロー表」の次にそのグラ
フが位置づけられている。なお， 1983年度は公認会計士の監査報告の対象と
なっていたが， 1984年度は公隠会計士の監査報告書の対象外となっている点
に注目を要する。しかし，そのグラフの下部の説明は，従前と同じように，
米国内事業と米国外事業の収益及び利益の説明が中心である。その説明をみ
ると，「1984年に，米国内事業の総収益は18.3％増加し，また米国外事業の
総収益は米ドルによる報告で8.9彩増収となった。仮りに為替相場が1983年
の為替相場と同率であったとしたら，総収益は1984年に報告された数値を
1,675百万ドル上回り，また米国外総収益は18.7彩の増加となったと推定さ
れる。」と32頁に記載されており，米国外事業の総収益の理解には為替相場
の変動に目を向ける必要があることを指摘している。
さらに，「主要6カ国通貨一年度別合算収益総額」を示すグラフが，新た
に1984年度に追加されている。それを示すと第4表の如くである。
そのグラフにおいて，左側の棒グラフは米ドルで報告された合算総収益
を，右側の棒グラフは現地通貨で測定された合算総収益を示し， 1981年度を
基準として， 1982年， 1983年， 1984年の増加率を各年対比して表している。
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第 4 表
主要6ヵ国通貨一
年度別合算収益総額
(1981年を基準にした変化率）
100% 
90% 
0 1982'83'84 1982'83'84 
四米ドルで報告された合算総収益（左側）
勉狐現地通貨で測定された合算総収益（右側）
そして，「当社経営陣は，硯地通貨で計算されたこの総合的な成長率が
IBMの米国外事業の健実さを示すとともに，……」と32頁に記載し，米国
外事業収益の内容を理解するための説明をしている。これは1983年度に比べ
て説明も詳しく，棒グラフの追加利用等により，外国通貨換算問題の収益・
利益に影響を与える重要性を株主に注目させようとしている。しかし，この
グラフ及ぴその説明も，公謁会計士の監査報告書の対象外であることに注意
を要する。
セグメント情報に関連する「米国外における事業」の明細表については，
1983年度のものと表示項目，表示形式については同じである。この明細表の
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（393)59
下部の説明では，上述のような外国通貨換算の変動の影唇が総収益，純資
産，純利益に及んでいることを述べている。すなわち，「現地通貨を用いる
経済環境で事業活動を営む米国外の子会社は，当社の米国外総収益の約85%
を稼得して¥.,ヽ る ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
米国ドルの高騰により，現地通貨で計上された純資産ならびに純利益は，前
期為替相場適用の場合に比べ，より少ない米ドル価値で換算されている。…
……」と35頁に記載され，上記の主要6カ国通貨の米ドルに対する低下に注
目せしめている。
これまで， IBM社の株主宛年次報告書におけるセグメント情報の開示状
況をみてきたが，視点をかえて，同じ年度のアメリカ大企業の600社におけ
るセグメント情報の開示状況をアメリカ公認会計士協会発行の ATT1985 
年版により， 1981年から1984年までの4年間についてみることにしたい。そ
れは IBM社のセグメント情報の開示に大きな変化がみられた1981年， 1982
年， 1983年との特徴の相遮が比較できると思われるからである。
ATTの Table1-3:セグメント情報の開(示1) 
計 (6109804社年） (1690803社年） (1690802社年） (169080社1年） 
〔産業セグメント］
収 益 451社 457社 456社 457社
営業損益 398社 408社 406社 400社
固有の資産 444社 453社 452社 450社
減価償却費 438社 448社 451社 448社
固定資産投資 434社 441社 444社 441社
〔地域別区分）
収 益 207社 21紐 219社 211社
営業損益 165社 166社 169社 162社
(1) AICPA, 1985 Accounting Trends & Techniques, 39th ed., New York: 
AICPA, 1985, p.18. 
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固有の資産 20紐 203社 212社 20盛
減価償却費 13社 15社 15社 15社
固定資産投資 16社 16社 1証 19社
〔輸出売上高〕 117社 133社 12臨 123社
〔主要顧客への売上高〕 134社 127社 119社 113社
以上の表では，個々の会社の個別的事情はわからないが，総合的にみれ
ば， 1981年， 1982年， 1983年と1984年の4年間には，セグメント情報の開示
状況は大きな相遮が認められない。
次に， IBM社の実情を上記の表と比較するために，筆者が整理すると，
次のようになると思われる。
1984年 1983年 1982年 1981年
〔産業セグメント〕
収 益 開示ズミ 開示ズミ X 開示ズミ
営業損益 X X X 開示ズミ
固有の資産 X X X 開示ズミ
減価償却費 X X X 開示ズミ
固定資産投資 X X X 開示ズミ
（地域別区分）
収 益 開示ズミ 開示ズミ 開示ズミ 開示ズミ
営業損益 X X X X 
当期純利益 開示ズミ 開示ズミ 開示ズミ 開示ズミ
固有の資産 開示ズミ 開示ズミ 開示ズミ 開示ズミ
減価償却費 X X X X 
固定資産投資 X X X X 
（輸出売上高） 該当ナシ該当ナシ該当ナシ該当ナシ
〔主要な顧客への売上高〕 該当ナシ該当ナシ該当ナシ該当ナシ
〔注〕 x印は開示ナシ
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（395)61
上記のように比較してみると， 1981年， 1982年， 1983年の IBM社のセ
グメント情報の開示変更は，アメリカ企業一般の問題としてではなく，あく
までも， IBM社自休の個別的事情によるものと考えられるのである。
1985年度のセグメント別財務報告について
1985年度の「セグメント情報」の開示については， 1983年度のそれと基本
的に同じ考え方である。
1983年度及ぴ1984年度と同じように，「セグメント情報」の最初の説明で，
IBMは情報処理関係の単一の事業区分の中で主に業務を営んでおり， その
事業区分は連結総収益，営業利益，事業区分固有の資産の90%以上を占めて
いる旨を記載している。これは単一の事業区分であり，各事業区分のセグメ
ント情報を開示する義務のないことをいいあらわしているものと思われる。
1984年度と同じように，まず， 1985年度も「地域別区分」の明細表(42頁）
を示している。この明細表とその下部の説明は殆んど同じであり， 3カ年の
年度及ぴ金額のみが更新されている。
次頁 (43頁）に「事業区分別ならびに製品・サービス分類別，総収益」の
明細表が付加されている。この明細表とその下部の説明は1984年度と殆ん
ど同じであり， 1985年， 1984年， 1983年の金額が比較形式で示されている。
この「事業区分別ならぴに製品・サービス分類別総収益」の明細について
は，公認会計士の監査報告の対象外である「経営者の所見」の‘‘経営成績”
の説明(27頁）においてふれ，「周辺機器」の売上が1984年比で著しく改善さ
れ28.0％増加となったことと， オフィス・システム／ワークステーションの
売上が15.1彩増加したことを説明している。これは， 1984年度と同様に，経
営成績の説明に，事業区分別ならぴに製品・サービス分類別総収益の明細
表を，経営陣が積極的に活用していることを示すものであるといえる。
さらに，「米国ドルと比較した外国通貨価値の変動率」のグラフ (32頁）
も， 1984年度と同じ形で示しており，グラフの下の説明においても米国外の
総収益の変動に為替相場変動の影響が大きいことを説明している。また，
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1984年度に追加された「主要6カ国一年度別合算収益総額」のグラフを，
1985年も図示している。その棒グラフの図示は1984年度と同じ形式である。
このグラフを基にしてさらに為替相場変動の影響が米国外事業の収益の大き
さに影響を与えていることを説明している。なお，両者のグラフ共に，公認
会計士の監査報告書の対象外となっているものである。
セグメント情報に関連する「米国外における事業」の明細表は，いうまで
もなく，公隠会計士の監査報告書の対象となっているものであるが，この明
細表の表示項目，表示形式は1984年度と殆んど同じであり， 3カ年分 (1985
年， 1984年， 1983年）の金額が比較表示されている。但し， 1984年度では，
「賃貸機械に対する投資」の項目と，「工場設備におけるその他の固定資産
に対する投資」の項目に分けられていたものが， 1985年度では，「工場設備，
賃貸機械およびその他の固定資産に対する投資」の項目に合算されている。
なお，この明細表の下部の説明は， 1984年度と同様に，上記のグラフとの関
係で米国外事業の収益等について，米ドルに対する主要6カ国通貨価値の変
動により影響を受けているとの説明 (35頁）を加えている。
4. 1986年度及び1987年度のセグメント別財務報告の特徴
1986年度におけるセグメント情報の開示については， 1985年度のそれと若
千の相遣がみられる。但し， 1986年度の基本的な考え方は1985年度と変って
いない。「セグメント情報」の最初の説明において， 1985年度と同じように，
IBMは情報処理に関する単一の事業区分の中で主に業務を営んでおり，そ
の事業区分は連続総収益，営業利益，事業区分固有の資産の90％以上を占め
ている旨を記載している。これは単一の事業区分であり，事業区分別のセグ
メント情報を開示する義務がないことをいいあらわしているのである。
1986年度の際だった特徴は， 1985年度では「地域別区分」の明細表をまず
示していたが，「事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益」の明
細表をまず第1順位に表示すを形をとったところにある。これは事業区分別
「IBM社におけるセグメン 1-別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（397)63
収益の明細表を最初にもってきた理由は明らかにされていないが，「地域別
区分」の明細表よりも重視したものと解することができる。しかし，「地域
別区分」情報の提供が， IBM社にとって財務会計基準書第14号の規定に該
当する本来のセグメント報告であると考えるならば，これをあとにもってき
たことについての理由が明らかにされていない点は疑問が残るであろう。
「事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益」の明細表は，
1985年と比較して，表示の大きな項目，表示形式は同じであるが， 1985年度
分は内訳項目として，売上，サービス，賃貸料の3つに分けられ，金額表示
されていたが， 1986年はそれら内訳項目・金額は省略されているのである。
なお，この明細表下部の説明は1985年度のそれと同じである。
事業区分別収益の明細表を最初にもってきてそれを重視したと考えるなら
ば，売上，サービス，賃貸料の3つの内訳項目表示を取止めたことは納得で
きないと思われる。投資家サイド側からみれば，その内訳項目表示による情
報は，損益計算書の数値と関連させて経営業績の分析を行うために重要なも
のである。その情報開示を取止めた理由は理解できない。
この事業区分別収益の明細表について， 1985年度と同じように，「経営者
の所見」の‘‘経営成績”の説明において，これを利用して大型プロセッサー
の収益の著しい伸長と他のプロセッサー衰退の大きかったこと，周辺機器か
らの総収益の増加などを27頁に説明している。
次頁 (40頁）に IBM．の事業をより深く理解するため参考に供された1986
年度の「地域別区分」の明細表は，その表示項目を 3地域区分から 4地域区
分に変更している。 1985年度までは，米国，ョーロッパ／中東／アフリカ，
南北アメリカ／極東の3地域区分であったが， 1986年度では，南北アメリカ
／極東を分割して，南北アメリカ，アジア／太平洋に区分し，合計4地域区
分別に表示している。これは1985年度まで，アジア／太平洋の地域が10彩基
準を満していなかったが， 1986年度で，その収益と当期純利益が10彩を超過
したためである。しかし，資産基準では10％基準を満していない。なお，こ
の明細表は1986年度のみでなく， 1985年度， 1984年度分も1986年度と比較で
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きるように3地域区分を 4地域区分に，遡及して修正再表示されている。こ
の表の下部の説明は1985年度と全く同じである。
「地域別区分」における1985年度までの 3地域区分は， IBM社の地域別
て2社，統括の子会社とし すなわち， IBMワールド・トレード・南北アメ
リカ／極東・コーボレーションと， IBMヮールド・トレード・ヨーロッパ／
中東／アフリカ・コーポレーションと，米国親会社及びその関係の子会社と
いった管理区分を元にした3分類であった。しかし， 1986年度の「経営者の
所見」 (28頁参照）では， 「IBMワールド・トレード・南北アメリカ／極東
・コーボレーションは， ワールド・トレードの新しい2事業単位に組織替え
された。主としてアジア／太平洋地域に於ける増大する事業機会に対する経
営陣の注視を強化するためである。」と記載されており， 1986年度では地域別
統括の子会社である IBMヮールド・トレード・コーボレーションとして 3
社，すなわち， IBMワールド・トレード・南北アメリカ・グループ， IBM
ワールド・トレード・アジア／太平洋・グループ，及びIBMワールド・トレ
ード・ヨーロッパ／中東／アフリカ・コーボレーションに分割し，それに米
国親会社関係を入れて4地域区分にした。この4地域区分をベースにしたも
のが，前述の「地域別区分」のセグメント情報の明細表である。この明細表
に関連したものとして，「経営者の所見」の“経営成績”の所 (27頁）では，
「••…•米国外事業からの総収益は， 1986年 20.2彩伸ぴて 259億ドルであった
が，米国内事業の収益は11.0彩減の254億ドルであった。米国外で最良の業
績を示したのはアジア／太平洋地域で，総収益は1985年比30.0%増である。
これは， 1985年の1984年比22.4彩増に続くものであった。 IBMの米国外事
業の最大をなすヨーロッパ／中東／アフリカ地域での総収益は， 1985年比
21.4彩の増加で171億ドルに達した。」と記載し，「地域別区分」のセグメン
ト情報を経営業績の説明に，経営者は積極的に活用している。
「地域別区分」のセグメント情報に関連するのとして，「米国外における事
業」の明細表 (31頁）が注目されなければならない。この明細表は，その表
示項目，表示形式ともに1985年と殆んど同じである。この明細表の下部の説
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明も， 1985年度と殆んど同じである。その説明で米国外事業の経営成績が主
要6カ国通貨の米ドルに対する変動によって影響を受けたとして， 1985年度
と同じように，「米国ドルと比較した外国通貨価値の変動率」のグラフ(32頁）
にふれている。しかし，このグラフの位置は変更されている。
1985年度では，「米国ドルと比較した外国通貨価値の変動率」のグラフと，
「主要6カ国一年度別合算収益総額」のグラフが，前述の如く，公認会計士
の監査報告書の対象外であった。しかし． 1986年度では，後者のグラフは株
主宛年次報告書から省略されており，前者のグラフが，「米国外における事
業」の明細表の次頁，すなわち財務諸表の注記の一部として，「市場性ある
有価証券」の明細表の上の所に，この「米国ドルと比較した外国通貨価値の
変動率」のグラフが画かれている。このグラフは， 1985年度と異なり，公認
会計士の監査報告書の対象として位置づけられているものである。この点，
注目すべきボイントであると思われる。
直接的には，セグメント情報としての開示ではないが，広義にセク＇メント
別の情報を分析する場合に注目しなければならないのは，損益計算書の区分
表示が1986年度から変更されたことである。 1985年度までは，損益計算書は
「売上」，「サービス」．「賃貸料」の 3項目に分けて，それぞれの収益と原価
が表示されていた。 1986年度では，それが，「売上」，「保守サービス」．「プ
ログラム製品」，「賃貸料およびその他のサービス」の4項目に分けて，それ
ぞれの収益と原価が表示されるように変更された。このため， 4項目のそれ
ぞれの売上総利益，売上総利益率が算出可能となり，投資家サイドからみて
有益である。このことは， 1984年度の数値にまで遡上って修正再表示されて
いる。なお，「経営者の所見」の所では， 1982年度から1986年度までの5カ
年分について．上記の 4項目に分けてその収益をその金額と総収益に占める
割合を示した棒グラフを27頁に表示している。 1985年度以前のそれでは3項
目についての棒グラフが表示されていた。
このような 4項目に分割して表示されたためか，前述の如く，セグメント
情報としての「事業区分別，．ならびに製品・サービス分類別，総収益」の明
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細表の内訳区分，すなわち「売上」，「サービス」，「賃貸料」が省略されてい
た。損益計算書本体の項目をより詳細に4区分表示した点を高く評価すれ
ば，セグメント情報の事業区分別収益の明細表も同じように内訳項目として
上記の4項目が示されることが，投資家サイドから望まれるのである。
さらに，セグメント情報の数値を解釈するに当っては，「会計処理の変更」
に注意する必要がある。とりわけ，注目すべきはコンピュータ・ソフトウエ
(I) 
アの原価処理の変更である。 1986年度では，財務会計基準書第86号を1986年
1月1日より適用し，プログラム製品の収益稼得期間にわたる見積り収益稼
得額比例法から，定額法か見積り収益稼得額比例法かいずれか金額の大きい
方によって行う方法に，変更したとされている点に注意すべきであると思わ
れる。
1987年度のセグメント別財務報告について
1987年度の「セグメント情報」の開示については， 1986年度のそれと殆ん
ど同じ考え方である。「セグメント情報」の最初の説明部分において， 1986
年度と同じように， IBMは情報処理産業における単一の事業区分の中で主
に業務を営んでおり，その事業区分は連結総収益，営業利益，事業区分固有
の資産の90%以上を占めている旨を記載している。これは単一の事業区分で
あり，事業区分 (industrysegment)のセグメント情報の開示は義務づけ
られていないことをいいあらわしている。
しかし， 1986年度と同じように，まず，「事業区分別，ならびに製品・サー
ビス分類別，総収益」の明細表を最初に (40頁）もってきている。この1987
年度もこれを最初に表示した理由は明らかにされていない。この明細表の表
示内容，表示形式もほぽ1986年度と同じである。表示項目は1986年度に「オ
フィス・システム／ワークステーション」となっていた内訳項目が， 1987年
度には「ワークステーション」に表示替された。しかし，そこに含められた
(1) FASB Statement, No. 86, Accounting for the Costs of Computer Software 
to Be Sold Leased, or Otherwise lvfarketed,. August 1985. 
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商品種類は同じであり， 1987年度の明細表に表示された1986年度の金額は内
訳項目表示が変更されていても同じ金額となっている。なお，明細表の下部
の説明も1986年度と殆んど同じである。
次頁 (41頁）の「地域別区分」の明細表が財務会計基準書第14号の規定に
よって要請されるセグメント情報であるが，この明細表は1986年度と同じく
4地域別区分であり，その表示項目，表示形式とも1986年度と同じであり，
年度とその金額のみで更新されている。この明細表の下部の説明では， 1986
年度と同じような形で説明されている。内容的には， 1986年度は硯地通貨を
用いる米国外の子会社が米国外の総収益の約85彩を稼得していると記されて
いたが， 1987年度では，その数値が90％に増加したと記されている。そのた
め， 1986年度では，その残り15彩の収益は高率のインフレーション国での活
動から得られたものであったが， 1987年度では，その数値は10形に下落して
いることが記されている。また，地域間振替について， 1986年度は主に完成
した機械，半製品および部品からなるとされていたが，それに1987年度では
プログラム製品が追加されている。これは，上記の事業区分別収益の明細表
におけるプログラム製品の伸ぴ率が高い点と合せて， 1987年度では注目すべ
きである。
このように，事業区分別収益の明細表と地域別区分の明細表も，基本的に
は1987年度は1986年と同じであると考えられる。そのため，「経営者の所見」
においても， 1986年度と同じように，「事業区分別ならびに製品・サービス分
類別総収益」の情報が本文40頁に示されていると述べ，それとの関連で，各
種の事業内容を1986年度収益との比較増減％を示しながら説明している。
さらに1986年度と同様に 4区分された収益を棒グラフにより，その年間の
収益合計に占める各収益の割合を％で示している。また，地域別区分の収益
の増減についても， 1986年度と同じように前年度対比の％数値によって説明
している。これは「セグメント情報」の開示を積極的に経営業績の説明に経
営者側が利用しているものと考えることができるであろう。さらに，「米国外
における事業」の明細表については，その表示項目，表示形式共に， 1986年
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度と同じで， 3年間の年度と金額が更新されているだけである。この明細表
の下部の説明についても， 1986年度と基本的に同じである。相遮点として
は， 1986年度まで主要6カ国通貨の変動を示すグラフが次頁に添付され，そ
れとの関係でこの明細表の下部に説明されていた。しかし， 1987年度では，
このようなグラフは省略されており，この明細表の下部において，それには
一切ふれられていないのである。
1987年度のセグメント情報には直接関係ないことであるが，「経営者の所
見」における次の2点に注目すべきである。そのーは，財務会計基準嘗第
(2) 
96号の適用により， 1988年度より法人税の会計処理が変更される予定であ
(3) 
る。その二は，財務会計基準書第94号の適用により，全額出資の金融子会社
が連結に加えられる予定である，と記載された点である。これらは， 1988年
度の損益計算書，貸借対照表に大きな影響を与えるのみでなく，セグメント
情報にも金額的に大きな影響を与えることになると思われるからである。し
たがって， 1987年度までのセグメント情報数値と1988年度のセグメント情報
数値の比較には，この点注目する必要があると思われるからである。
IBM社のセグメン I-別財務報告の 1987年度の硯況を知るために，次に，
「セグメント情報」の「事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収
益」の明細表 (40頁）を第5表とし，「地域別区分」の明細表 (41頁）を第6
表として引用した。
SEC提出書類との関連におけるセグメント情報の開示を，次にみること
にする。
有価証券報告書 Form10-Kの1987年度分 (1988年3月提出分）のセグ
メント情報の開示は，株主宛年次報告書の記載と重複しないように取扱われ
ている。
(2) FASB Statement, No. 96, Accounting for Income Taxes, December 
1987. 
(3) FASB Statement, No. 94, Consolidation of All Majority-Owned Suhsidi-
aries, October 1987. 
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第 5 表
セグメント情報
IBMは情報処理システム， 装置ならびにサービスを包含する単一の事業区分の中で
主に業務を営んでいる。この事業区分は当社連結総収益，営業利益，事業区分別に認識
可能な資産の90％以上を占めるものである。以下の表は，事業区分別，ならびに情報処
理システム事業区分内の製品またはサービス分類別の総収益を示している。
地城別の財務情報を次頁に要約して示し， IBMの事業をより深く理解するための参
考に供した。 IBMの各事業体の間には重要な相互依存と重複の関係が存在するので，
この情報はそれぞれ独立した企業体として，これらの地域別の経営成績や投下資本額を
必ずしも示していない。
事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益
連結 米国のみ
（単位：百万ドル） 1987年 1986年 1985年 1987年 1986年 1985年
情報処理：
プロセッサー 13,389 13,161 12,081 5,374 5,499 5,794 
周辺機器 10,591 11,264 12,658 4,822 5,573 7,307 
ワークステーション 10,429 9,429 10,551 4,890 4,662 6,145 
保守サービス 7,691 7,413 6,103 3,688 4,016 3,666 
プログラム製品 6,836 5,514 4,165 2,817 2,367 2,176 
その他 2,376 2,280 2,368 1,050 1,064 1,301 
51,912 49,061 47,926 22,641 23,181 26,389 
フェデラル。システムズ 2,238 2,121 2,057 2,238 2,121 2,057 
その他の事業 67 68 73 
24,9538 7 I 2も翌60 
65 
合計 54,217 51,250 50,056 28,511 
Form 10-Kの PartI(1頁）には，セグメント情報関係について，次
の情報が IBMの1987年度の株主宛年次報告書 (AnnualReport)に含め
られており，その関係個所をここに示すと，それは次の通りであるとして，
「1. 事業区分セグメント (industrysegment)及び同一製品
ないしサービスの分類別による総収益―--40頁
2. 地域別区分による財務情報—-41頁 」
と記載されている。それは上記の第5表及び第6表の英語原本と同じであ
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第 6 表
地域別区分 （単位：百万ドル） 1987年 1986年 1985年
米国
総収益ー得意先 24,937 25,362 28,511 
地域間振替 3,994 3,058 3,487 
合計 28,931 28,420 31,998 
当期純利益 1,936 1,603 3,450 
12月31日現在の資産 30,870 31,474 31,886 
ヨーロッパ／中東／アフリカ
総収益ー得意先 19,298 17,078 14,065 
地域間振替 1,008 696 520 
合計 20,305 17,774 14,585 
当期純利益 2,209 2,267 2,104 
12月31日硯在の資産 23,884 19,145 14,341 
アジア／太平洋
総収益ー得意先 6,852 5,883 4,524 
地域間振替 11431 862 627 
合計 8,283 6,745 5,151 
当期純利益 780 603 572 
12月31日硯在の資産 6,396 4,846 3,985 
南北アメリカ
総収益ー得意先 3,131 2,927 2,956 
地域間振替 850 738 824 
合計 3,981 3,665 3,780 
当期純利益 341 314 406 
12月31日現在の資産 4,188 3,613 3,518 
消去
総収益 (7,283) (5,354) (5,458) 
当期純利益 (8) 2 23 
資産 (1,650) (1,264) (1,096) 
連結
総収益 54,217 51,250 50,056 
当期純利益 5,258 4,789 6,555 
12月31日硯在の資産 63,688 57,814 52,634 
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る。このことは，株主宛年次報告書の記載が Form10-Kの要求と同じで
あるから，重複を避け，株主宛年次報告書のセグメント情報の記載を参照す
るように取計ったものである。
さらに，その Part]I（4頁）のItem8の‘‘財務諸表及ぴ補足資料”に
おいても，株主宛年次報告書の23,24, 25, 26, 28頁及び32~42頁がそれに
関連するものであり，又それは Form10-Kの S1から S5に関する財務
諸表付属明細表に関連したものである，と記載され，これ又株主宛年次報告
書との重複記載を避けている。
その PartN (5頁）の Item14では， Form8-Kに関する報告書及ぴ
財務諸表付属明細表の例示に関連して，株主宛年次報告書の財務諸表におけ
る‘‘連結財務諸表の注記”(32~41頁） をあげている。 これも株主宛年次報
告書の記載の重複を避けている。
上記の Part]I，Part・wの40頁及ぴ41頁は株主宛年次報告書のセグメン
ト情報が記載された頁数であり，前述の事業区分別総収益の明細表 (40頁）
と地域別区分の明細表 (41頁）を意味することになる。
以上のように， Form10-K の記載事項を調べると，セク••メント情報の開
示について何等の目新しいものは見出せない。これは Form10-Kの記載
要求事項と株主宛年次報告書のセグメント情報の記載要件が一致させられて
いることを意味する。従って， Form10-Kにより要求されるセグメント情
報の開示は，株主宛年次報告書におけるセグメント情報の開示をみればよい
ことになる。
5. セグメント別財務報告における各年度別特徴の
比較と整理
IBM社においてセグメント情報の開始が何時からどのような形で行われ
てきたかを， IBM社の株主宛年次報告書における財務諸表を中心にして，
1975年度から1987年度までの13カ年分について調べた。まず， 1975年度から
1981年度までの7カ年分について，前稿の「IBM社におけるセグメント情
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報の開示 (1975年から1981年まで）」の論文で取上げた。次いで， 1982年度か
ら1987年度までの6カ年分を取上げることを本稿の課題としてきた。
IBM社のセグメント情報の開示についても， 年代の推移か，各年度にお
いてセグメント情報の開示についての経営者の思考の変化からか， 13カ年の
間にも相当の変化がみられるのである。前稿をいれると，論考の頁数が相当
多くなるので，前稿における各年度分を含めて，今一度，各年度の特徴を次
の第7表に示すことにする。
第7表及び各事業年度について述べた特徴をふりかえりながら，各年度に
おけるセグメント情報開示の特徴を，年代区分的に整理するとすれば，次の
ようになる。
CI] セグメント別財務報告制度の実施前の予備段階――-1976年度以前の年
度
FASBの財務会計基準書第14号が1976年12月に公表される前の段階と
しては，前稿における1975年度及び1976年度がそれである。それらの年度
の株主宛年次報告書におけるセグメント情報に関連するものとしては，「外
国における事業の成果」の明細表しかみることができない。しかし，これ
は，財務会計制度としての本格的なセグメント別財務報告とはいえない予
備段階のものであろう。
CJI〕 セグメント別財務報告制度の実施における第一段階—--1977年度及び
1978年度
FASBの財務会計基準書策14号の規定を積極的に受け入れて， その趣
旨により忠実にセグメント別財務報告の実施を開始しようとした年代であ
り，「事業区分（セグメント）」及ぴ「地域別区分」の明細表を表示してい
(1) 
る。 1978年度には，それらに「事業区分収入表」の5カ年の要約表を最後
の頁に追加されているのである。
cm] セグメント別財務報告制度の実施における第二段階—1979年度，
(1) 「事業区分収入表」と日本語版に記載されているが， 前述の如く，「事業区分
収益表」を意味する。
年度
1975 
1976 
1977 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
19町
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第 7 表
IBM社の各年次別セグメント情報の特徴（株主宛年次報告書（日本語版）による）
セグメント情報（狭義） セグメント情報の関連情報
Non-U.S. 主価要値の6変ヵ動国率の通グ貨ラフ 事業区分収入（収益）第1順位の配置 第2順位の配置 operations 状況・
な し な し 外国における事業 な し iな し
の成果
な し な し 同 上 な し な し
事業区分（セグメント） 地域別区分 同 上 な し な し
4区分表示 3地域区分表示
（飼略化されたもの）
事業区分（セグメント） 地域別区分 同 上 な し 最近5年間の要事約業比区
4区分表示 3地域区分表示 較表としての
（簡略化されたもの）， 分収入表（％表示）
地域別区分 事業区分（セグメント） 岡 上 な し 事業区分別収入
3地域区分表示
情4報区分表示
状況 5ヵ年分の表
（詳細なもの） （％表示）
地城別区分 事4業区分区分表示（セグメント） 米国外における事業 な し 事業区分別総収入
3地域区分表示 の成果 状況 3ヵ年分の表
（詳細なもの） （金額表示）
地域別区区分表示 事業区分（セグメント） 米国外における事業 な し 事業区分別総収入3地域 4区表示 状況 3ヵ年分の表
（詳細なもの） （金額表示）
地城別区分 な し
3地城区分表示
米国外における事業 ①米外国ドル通価と値比較の変し動た な し
（詳細なもの） 率のグラ7
地城別区分 事業区分別｀ ならび 米国外における事業
①米外動率国ド通ルの貨グと価比ラ較値フのした変
な し
3地城区分表示 に製品・サー ピス分
（詳細なもの） 類別、総収益（連結
合計と米国分とに分
けた詳細なもの）
地城別区分 事業区分gl｀ ならび 米国外における事業
②叫外繭主挿蛉率要国グドル逼の笛ラ6●グ印7とヵ価勺比●ラ較一●フ噴の年した麦度・-9 
な し・
3地域区分表示 に製品・サー ピス分
（詳細なもの） 類別、総収益（連結
合計と米国分とに分
けた詳細なもの）
地城別区分 事業区分別、ならび 米国外における事業 ①米外ドルと比較した な し
3地域区分表示 に製品・サー ピス分 国通貨価値の変
（詳細なもの） 類別、総収益（連結
②動主別率要合算の6収グヵ益国ラ一総フ年額度の合計と米国分とに分
けた詳細なもの）
棒グラフ
事業区分別、ならび 地域別区分 米国外における事業 ①米外ドルと比較した な し
に製品・サー ピス分 4地城区分表示 国通貨価値の変
類別、総収益（連結 （詳細なもの） ②動棒率グのラグラフ合計と米国分とに分 フなし
けているが、筒単な
もの）
事業区分別、ならび 地城別区分 米国外における事業 ①米た外国ドルと比較し な し
に製品・サー ピス分 4地域区分表示 国通貨価値の
類合計別、と総収益（連結 （詳細なもの） ②変棒動グ率ラのグラフ米国分とに分 フなし
けているが、簡単な
もの）
74(408) 第 33巻第 6 号
1980年度及び1981年度
1977年度及び1978年度をセグメント別財務報告開始の第一期とすれば，
これらの年度は，若干の軌道修正が図られた第二期である。それは詳細な
「地域別区分」の明細表を IBM社にとってより基本的なセグメント情報
として第1順位にもってきており，「事業区分」の明細表も財務会計基準
書第14号の要件を満たす形で作成されている。さらに，「事業区分別収入状
(2) 
況」を， 1978年度のものより，より明確に表示して「事業区分」の明細表
を補足している。従って，この3カ年はより積極的に，しかも改善された
形でセグメント情報を開示しようとした段階であると評価できる。
avJ セグメント別財務報告制度の実施における第三段階—-1982年度
この1982年度は， 1981年度以前と異なりセグメント別財務報告の作成に
基本的な変化がみられる第三期である。 1982年度はそれ以前のセグメント
別財務報告への反動期ないし反省期であり，「事業区分」は財務会計基準書
第14号の規定による義務づけがないものとして，その任意開示の省略を図
った転換期であり，「事業区分別収益状況」の明細表も省かれた「地域別区
分」のみのセグメント情報の開示に最も消極的な年度であると思われる。
〔VJ セグメント別財務報告制度の実施における第四段階ーー1983年度，
1984年度及び1985年度
これらの年度は， 1982年度のセグメント別報告としての最低要件を満た
すものを開示するとの方向から，部分的に軌道修正をした第四期である。
それは詳細な 3地域区分の「地域別区分」の明細表をセグメント情報開示の
より基本的なものとする点では， 1982年度と同じであるが，事業区分に関
する情報開示のなかった1982年度と異なり，その総収益について「事業区
分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益」の連結と米国分に分けた
明細表を，セグメント情報として開示し，改善を図った年代である。
CVIJ セクフント別財務報告制度の実施における第五段階—1986年度及び
(2) 「事業区分別収入状況」と日本語版に記載されているが．これは「事業区分別
収益状況」を意味する。
「IBM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（409)75
1987年度
これらの年度は， 1985年度までの第四期と異なり，事業区分別情報を積
極的に経営者が利用しようとした第五期であり，これが硯在の状況であ
る。それは「事業区分別，ならびに製品・サービス分類別，総収益」の明
細表を第1順位に配置し，第2順位に 4地域区分の「地城区分別」の明細
表をもってきている。それだけでなく，これらのセグメント情報を「経営
者の所見」の所で積極的に引用し，経営業績の実態を記述するために活用
している年代であり，これが今後のセグメント情報の開示として定着する
ものと思われる。
以上のように， IBM社のセグメント別財務報告制度の実施については，
第一段階から第五段階に分けて考えることができ，それぞれの段階では，明
確にそれぞれの特徴をもっていることが知られる。
6. むすび
アメリカにおいて，セグメント別財務報告制度は， FASBの財務会計基
準書第14号が1977年度より発効することにより初めて実施されることにな
った。 IBM社もこれをうけて， 1977年1月1日以降開始事業年度の1977年
度からセグメント別財務報告を本格的に実施している。
この1977年度を境として， セグメント情報の開示が， IBM社においてど
のように取扱われたか， 1975年度から1981年度までの状況を前稿で調べて
きた。それをうけて， 1982年度から1987年度までの 6カ年を本稿でその実施
状況を調べた。この13カ年間は，前節の如く，六つの段階に分けてその特徴
が把握できると考えられる。
それらの年度的特徴を要約的に再述すると，それは，
〔I〕 セグメント別財務報告制度の実施前の予備段階—-1976年度以前の年
度
その特徴は，本格的なセグメント情報の開示が開始される前段階の年代
である。
76(410) 第 33巻第 6 号
(IlJ セグメント別財務報告制度の実施における第一期ー1977年度及び
1978年度
その特徴は，財務会計基準書第14号を積極的に受入れ，それを適用した
年代である。
CllIJ セグメント別財務報告制度の実施における第二期ー一-1979年度， 1980
年度及び1981年度
その特徴は，第一期の若干の軌道修正をなし，「地域別区分」明細表を優
先順位づけ，「事業区分」明細表も表示された年代である。
avJ セグメント別財務報告制度の実施における第三期一―-1982年度
その特徴は，セグメント情報の開示として，「地域別区分」明細表のみに
とどめて，任意開示に消極的となった年度である。
[VJ セグメント別財務報告制度の実施における第四期一ー1983年度， 1984
年度及ぴ1985年度
その特徴は，第三期の方針に変更を加え，セグメント情報として「地域
別区分」の明細表に事業区分別の収益明細表を追加し，一部改善を図った
年代である。
[VIJ セグメント別財務報告制度の実施における第五期一―-1986年度及び
1987年度
その特徴は，事業区分別の収益明細表を第1順位に配置し， 4地域区分
の「地域別区分」明細表を次に配置しており， これらセグメント情報を
「経営者の所見」において積極的に活用した年代である。
以上のような特徴は， IBM社の株主宛年次報告書 (AnnualReport)に
おける財務諸表の襲係項目を中心に調べた結果であった。 IBM社のセグメ
ント別財務報告が， 1977年度に実施されてから僅か11カ年間についてみて
も，相当の変遷があったものとみることができる。
本稿は，あくまでも IBM社の個別的事情を株主宛年次報告を中心にして
みてきたが，この11年間の間にも経済情勢の変化は大きく，企業を取りまく
環境の大きな変化は種々の面でみられるのである。その意味では，セグメン
口BM社におけるセグメント別財務報告(1982年から1987年まで）」（末政）（411)77
ト情報開示の仕方も外部環境変化により企業に課された課題であり，その時
代の推移・要請によってセグメント情報開示における精粗の程度も変化して
きていると考えられる。
企業会計を取りまく関連事項についてみても，投資家サイドからみた株主
宛年次報告書の記載内容， SECからみた株主宛年次報告書の記載内容と有
価証券報告書の記載内容との関係調整事項，また株主宛年次報告書における
財務諸表事項と非財務諸表事項との関係整理などが，ここ10数年来，相当変
化してきていることにも注意を要するであろう。
従って，セクフント別財務報告もその時代の影響をうけた産物としての特
徴をもっていることを隠識し， IBM社のセグメント情報開示の特徴を考え
ることが大切である。その意味では，さらに上述の経済環境の変化，企業会
計を取りまく関連事項の変化等と併せて，各年度のIBM社の財務報告状況
をも総合的に考える必要があろう。この点，本稿の考察にとって残された課
題であると思われる。
（本稿は昭和62年度関西大学学術研究助成金の交付をうけた研
究の成果の一部である。）
